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大和リース株式会社
民間活力研究所 政策研究課課長代理

2014 大和リース株式会社入社
都内を中心に公民連携推進業務に従事

2017 五輪会場整備プロジェクトに従事
2019 東洋大学大学院経済学研究科

公民連携専攻入学 2022修了
国際PPP研究所リサーチパートナー認定

2022 本社民間活力研究所に配属
自治体のPPP推進・政策研究に従事

2026 国土交通省PPPサポーターに認定

活動実績【中心的な役割を担ったPPP/PFI事業等】

【自治体PPP導入支援・導入可能性調査等】
◆自治体と大和リースとの公民連携に関する包括連携協定（2026年6月時点 5自治体）

協定の企画・提案、庁内外の調整、締結後の活動設計及び自治体との窓口を担当。
◆「大曲宿舎新設に伴うサウンディング型市場調査」（宇宙航空研究開発機構/2024年度）

業務責任者として、発注者ヒアリング、現地調査、民間事業者への サウンディング、施
設整備・運営スキームの検討、建設・維持管理コストの 整理、商圏調査、経済波及効果分
析、報告書作成等、 調査業務の全工程を担当。

共有できる知識・経験

◆ PPPに初めて取り組む自治体における、庁内の機運醸成や勉強会・セミナーの企画
◆ 包括連携協定を活用した継続的な公民連携の進め方
◆ 公共施設・公有地の整理、官民対話、サウンディング、調査及び事業スキームの検討
◆ 民間提案制度の制度設計、事業者が参画しやすい情報開示及び官民のリスク分担
◆公共施設マネジメント及び公園における民間活力活用検討

国土交通省PPPサポーター

PPP事業導入を検討されている方へのメッセージ

PPPに関心はあるものの、「何から始めればよいか分からない」「庁内でどのように説明
すればよいか分からない」という段階から、お気軽にご相談ください。
PPPは、最初から事業手法やスキームを決めるのではなく、まず地域や施設が抱える課題
を整理し、庁内で共通認識をつくることが大切です。自治体職員向けの勉強会、事例紹介、
公共施設・公有地の整理、官民対話、市場調査、事業手法の検討など、自治体の状況や検
討段階に合わせて、最初の一歩から一緒に考えさせていただきます。

ご対応可能な相談手法を
ご記載ください。

ご相談を検討されてい
る方に向けたメッセー
ジをご記載ください。
（ご相談のハードルを
下げるようなものや、
得意分野、相談におけ
る留意点など、ご自由
にご記載ください。）

PPP/PFI総論・公的不動産利活用・
公園・公共施設マネジメント

全国

電話・メール・WEB・対面

連絡先
e-mail ： m12464[at]daiwalease.jp   [at]を@に変えてお送りください
Mobile ： 080-8538-5486
会社住所： 大阪市中央区北浜4丁目1番1号 淀屋橋ゲートタワー25階

直接連絡が可能な方は連
絡先をご掲載いただけま
すと幸いです。

分 野

訪問可能地域

相 談 手法

経 歴



過去の講演・相談実績等

国土交通省PPPサポーター

例）
・小規模自治体での庁

内合意形成勉強会
・A市職員研修会
・○○地域プラット

フォーム勉強会
・・・等

依頼時の参考になる、
どういった分野、規模
段階での支援をされて
いるのかが分かるよう
な情報をご記載くださ
い。（個別名の記載を
求めるものではありま
せん。）

ご自身が携わられた事業
の概要やスキーム図等、
をご記載ください。写真
など追加いただいても問
題ありません

※二枚目の記載は任意
です。

■ 包括連携協定を通じた 自治体支援 5 自治体 と締結（2026年6月末時点）

2023.12

広陵町
奈良県

2024.7

熊本市
熊本県

2025.1

むかわ町
北海道

2025.3

須坂市
長野県

2026.2

三田市
兵庫県

協定の企画・提案 から締結調整、締結後 の活動設計・自治体窓口 まで一貫担当。
セミナー／ 個別相談／公有地整理／民間提案制度設計／サウンディング／ 庁内横断展開を継続支援。

■ PPP/PFIに関する主な講演・研修

主催／自治体 テーマ 年度 対象・規模

広陵町 PPP 導入セミナー
202 4〜
毎年度

自治体職員
延べ約100 名

熊本市 PPP導入 セミナー
202 5〜
毎年度

自治体職員
延べ約100 名

大阪府
PPPセミナ ー
「公有財産の有効活用」

2025
大阪府内自治体

公共施設マネジメント
約50名

一般財団法人地域活性化センター
人材養成塾
「 PPPの効果と今後の展望」

2024
自治体等派遣職員

約20名

内閣府 防災PPPセミナー 2025
全国の自治体

中央省庁・民間企業

むかわ町 PPP 導入セミナー 202 5
自治体職員
約40名

弟子屈町 PPP 導入セミナー 2025
自治体職員
約50名

セミナーの様子

包括連携協定先自治体とのPPP相談会の様子
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